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２. 食料・農業を取り巻く状況の変化

人口減少、高齢化に伴い、
国内の市場規模は縮小の可能性

1億2,361万人 1億2,586万人 １億190万人人口

72兆円 84兆円
（2015年）

飲食料の
マーケット規模

世界の農産物マーケットは拡大の可能性

農業総産出額 11.5兆円 8.9兆円
（2019年）

1990年 2020年 2050年

人口 53億人 78億人 98億人

＋30％

国内

世界

▲20％

12.1％ 28.7％高齢化率
（65歳以上の割合）

生産農業所得 4.8兆円 3.3兆円
（2019年）

飲食料の
マーケット規模

（主要国）

－ 890兆円
（2015年）

農業就業人口 400万人 194万人

耕地面積 524万ha 437万ha

1,360兆円
（2030年）

○ 人口減少や高齢化に伴い、国内の市場規模は縮小の可能性。一方、世界の農産物マーケットは拡大する可能性。
○ 国内外のマーケットの変化に鑑みれば、農林水産業の生産基盤を強化し、農林水産物・食品の輸出促進により世界の食市場

を獲得していくことが重要。こうした取り組みを加速して強い農林水産業を構築。

・ 日本の農林水産業GDP（2019年） 
世界８位

 ・ 日本の農産物輸出額（2019年） 
世界50位

農産物貿易額
4,400億ドル

（約42兆円）
（1995年）

1兆5,000億ドル
（約166兆円）

（2018年） ２



（品目別供給熱量自給率 [％]）食料消費構造の変化とカロリーベース食料自給率の変化

凡例（畜産物）

輸
入
部
分

自
給
部
分

輸入飼料部分
（自給として

カウントせず）

○ 長期的には、食生活の大きな変化により米の消費の減少、畜産物等の消費の増加など、品目ごとの消費動向は変化。

○ こうした消費の変化に対し、国内生産で対応が困難なものが増えたことが食料自給率低下の大きな要因。

1965年度 73％

供給熱量  2,269kcal / 人・日
国産供給熱量   843kcal / 人・日

供給熱量 2,603kcal / 人・日
国産供給熱量  1,053kcal / 人・日

供給熱量 2,459kcal / 人・日
国産供給熱量  1,799kcal / 人・日

1998年度 40％

供給熱量割合 [％]

果実 32%
果実 86%

自給率の高い米
消費減少

自給率の低い
畜産物・油脂類
消費増加

自給率の高い米
消費減少

自給率の低い
畜産物
消費増加

（昭和40年度） （平成10年度） （令和２年度）

油脂類（2.5倍増）

6％ → 15％

畜産物（３倍増）

6％ → 18％

米（半減）

   44％ → 21％

主な項目の

シェアの変化

1965→2020

３. 食生活の変化と長期的な食料自給率の低下
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４ ． 主要先進国（ G7 ) の⾷料⾃給率の変化

1 9 6 5 年 2 0 1 8 年 増減 1 9 6 5 年 2 0 1 8 年 増減

フランス １０９ １２５ ＋１６ １３６ １７６ ＋４０

アメリカ １１７ １３２ ＋１５ １２２ １２８ ＋６

イギリス ４５ ６５ ＋２０ ６２ ８２ ＋２０

ドイツ ６６ ８６ ＋２０ ６６ １０１ ＋３５

イタリア ８８ ６０ ▲２８ ７２ ６３ ▲９

カナダ １５２ ２６６ ＋１１４ １７９ １９７ ＋１８

７３ ３７ ▲３６ ６２ ２８ ▲３４

（食料自給率（カロリーベース）） （穀物自給率） （％）

6４

４．主要先進国（G7)の食料自給率の変化



食料安全保障政策推進の観点から、食料自給
率向上を図るため、輸入を国内生産に置換え
る対策を重点的に実施すべき。

１．輸入飼料を自給飼料に置換える対策

① 戦略作物助成（飼料用米,ＷＣＳ用稲,飼料作物）,

産地交付金

②  畜産生産力・生産体制強化対策事業

③ 草地関連基盤整備 等

２．国産大豆の供給を強化する対策

① 戦略作物助成（大豆)、産地交付金

② 水田麦・大豆産地生産性向上事業 等

３．国産麦の供給を強化する対策

① 戦略作物助成（麦)、産地交付金

② 水田麦・大豆産地生産性向上事業 等

４．米の需要を拡大する対策

① 戦略作物助成（米粉用米)、産地交付金

② 食育推進、国産農産物消費拡大 等

（令和２年度：カロリーベース総合食料自給率３７％）
総供給熱量     2,269 kcal / 人・日

輸入部分凡例 輸入飼料に
よる生産部分

自給部分

※｢食料安全保障の確立に向けた新たな国民運動推進事業」なども実施

注）上記の戦略作物助成及び産地交付金は、水田活用の直接交付金の

メニュー。

５．食料安全保障政策の推進

５



６．食料・農業・農村基本計画(令和2年3月)における
生産努力目標(令和12年)と実績

６
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７．中山間地域の人口減少と農業集落の状況
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８-1．農村地域での集落機能の低下と地域運営組織の必要性

８



８-2．地域運営組織(RMO)の現状と課題

９



NPO

８-3．中山間地域保全のための農村型地域運営組織(農村RMO)のイメージ
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８-4．農村RMO形成推進に関する推進体制
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９．中山間地域を支える主な制度

農山漁村振興交付金
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（参 考）地域の将来ビジョンの策定
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（参 考）複数集落を対象とした持続的な土地利用（再編）のイメージ
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１０．農地整備の主な制度

農業競争力強化農地整備事業＜公共＞
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12

生産額の増大 生産コストの削減

○需要に応じた国内生
産の拡大

（高付加価値化等）

○輸出の拡大

（ＴＰＰ１１、ＥＵ等）

○生産資材費等の縮減

（生産の川上改革）

○流通経費等の縮減

（生産の川下の改革）

○農地集積の加速化

○基盤整備の推進

○技術開発の推進

６次産業化等の推進による所得の増大

○農産物の加工・直売の推進

○農産物以外の地域資源の高付加価値化の推進

○食品企業等の誘致・起業の推進

○都市との交流促進や農泊等によるインバウンドの積
極的取込み

○再生可能エネルギーの推進

○農福医連携等による新市場開拓の推進

農業所得とともに農村地域の関連所得の増大により、農村地域全体の所得向上を図る。

① 農業所得の増大：消費者の需要に応じた国内生産の拡大と輸出の拡大等により農業生産額の

増大を図ると同時に、生産資材費、流通経費等の縮減や農地集積の加速化、土地改良

の推進等により農業生産コストの削減を図り、農業所得の最大化を目指す。

② 農村地域の関連所得の増大：農産物の加工・直売等による６次産業化とともに、地域資源の高

付加価値化や農泊等によるインバウンドの積極的取込み、再生可能エネルギーの推進

等を通じて農村地域の関連所得の増大を目指す。

１１．農村地域全体の所得向上を図る

24



13

① 地域全体でコミュニティ機能を維持する仕組みを整備（H15：自治組織「共和の郷・おだ」設立）
② 集落営農組織の法人化(H17：農事組合法人「ファーム・おだ」設立)と広域の集落協定締結
③ 中山間地域等直接支払制度や多面的機能支払制度の積極的活用により整備された農地の利用集積
を促進

④ 農産物加工や直売、都市住民との交流活動（田植えまつりや収穫まつり）も積極的に展開。

これら取組により、地域全体の所得の向上を実現。

中山間地域の農業の目指す姿 先進事例（広島県東広島市小田地区）

○基幹集落への生活サービス等の機能集約
○周辺集落とのネットワークの形成

○付加価値の高い農産物の生産

○生産の効率化等に向けた取組

○６次産業化の推進

○中山間地域等直接支払

○多面的機能支払

（農業生産条件の不利補正）

農地・水路等の維持管理を行う共同 
活動を支援

○小さな役場＝自治組織「共和の郷・おだ」設立
○小さな農協＝農事組合法人「ファーム・おだ」設立

地域全体としての所得の増大（５倍以上増大）

○水稲品種のブランド化（清流小田米）

○地域全域での圃場整備（137ha）

○農地の利用集積と法人化

○米粉活用のパン製造、レストラン併用の直売所

○中山間地域等直接支払（140ha）

○多面的機能支払（144ha）

農地利用集積、 法
人化、区画整理等

高品質の農産物の 
ブランド化等

（農産物の加工・販売等）

（地域外からの人材参画等で地域全体でコミュニティ機能を維持）

地域全体としての所得の増大

（自治組織設立等により地域全体でコミュニティ機能を維持）

１２．中山間地域振興の先進事例
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